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(57)【要約】
【課題】ラベル用紙の搬送不良の抑制、ラベル長さサイ
ズの自由度の向上、及び粘着ラベル発行装置の小型化を
図ることを目的とする。
【解決手段】ラベル用紙Ｓを通過させて所望長さの粘着
ラベルＬにカットするカッターユニット２と、粘着ラベ
ルを加熱して粘着ラベルの粘着力を発現させる粘着力発
現ユニット５と、用紙搬送方向に対してカッターユニッ
トの下流側であって粘着力発現ユニットの上流側に配設
され、カットされずにカッターユニットを通過したラベ
ル用紙を上流側通紙部４０及び下流側通紙部４１の間で
弛ませる用紙弛緩ユニット４と、を備えるプリンタ１に
おいて、上流側通紙部は、上流側通紙部における通紙方
向が下流側通紙部における通紙方向と同一線状になる向
きを基準位置とし、上流側通紙部の向きを基準位置から
傾けた傾斜位置に変更することで上流側通紙部における
通紙方向を変更する通紙方向変更手段６が備えられてい
る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　感熱紙の感熱発色面の裏側に粘着層が設けられた帯状のラベル用紙を通過させて所望の
長さの粘着ラベルにカットするカッターユニットと、
　前記粘着ラベルを前記感熱発色面の裏側から加熱して該粘着ラベルの粘着力を発現させ
る粘着力発現ユニットと、
　用紙搬送方向に対して前記カッターユニットの下流側であって前記粘着力発現ユニット
の上流側に配設され、カットされずに前記カッターユニットを通過した前記ラベル用紙を
、該ラベル用紙をそれぞれ通紙する上流側通紙部及び下流側通紙部の間で弛ませる用紙弛
緩ユニットと、
を備える粘着ラベル発行装置において、
　前記上流側通紙部は、該上流側通紙部における通紙方向が前記下流側通紙部における通
紙方向と同一線状になる向きを基準位置とし、
　前記上流側通紙部の向きを前記基準位置から傾けた傾斜位置に変更することで該上流側
通紙部における通紙方向を変更する通紙方向変更手段が備えられていることを特徴とする
粘着ラベル発行装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の粘着ラベル発行装置において、
　前記上流側通紙部が一対の搬送ローラからなり、該一対の搬送ローラの間に前記ラベル
用紙が通されることを特徴とする粘着ラベル発行装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の粘着ラベル発行装置において、
　前記一対の搬送ローラのうちの一方が駆動ローラであり、他方が前記駆動ローラに従動
する従動ローラであり、
　前記通紙方向変更手段に、前記従動ローラを前記駆動ローラの回転中心軸線回りに回動
させることで前記基準位置と前記傾斜位置との間で移動させる回動機構が備えられている
ことを特徴とする粘着ラベル発行装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の粘着ラベル発行装置において、
　前記回動機構が、
　前記駆動ローラの回転中心軸線を中心にして円弧状に延在し、前記従動ローラの軸部が
挿通されたガイド孔と、
　前記基準位置にある前記従動ローラを係止する係止部と、
　該係止部を前記従動ローラから外す方向に移動させて前記係止部の前記従動ローラに対
する係止を解除する解除機構と、
が備えられていることを特徴とする粘着ラベル発行装置。
【請求項５】
　請求項１から４の何れか一項に記載の粘着ラベル発行装置を備えたプリンタであって、
　前記カッターユニットの用紙搬送方向上流側に、前記ラベル用紙を感熱発色面側から加
熱して該感熱発色面に印字を行う印字ユニットが設けられていることを特徴とするプリン
タ。
【請求項６】
　請求項１から４の何れか一項に記載の粘着ラベル発行装置を備えたプリンタであって、
　前記下流側通紙部の用紙搬送方向下流側であって前記粘着力発現ユニットのラベル搬送
方向上流側に、前記粘着ラベルを感熱発色面側から加熱して該感熱発色面に印字を行う印
字ユニットが設けられていることを特徴とするプリンタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粘着ラベルを発行する粘着ラベル発行装置、及びその粘着ラベル発行装置を
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備えたプリンタに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えば食品のＰＯＳラベルや物流・搬送ラベル、医療用ラベル、バゲッジタグ、
瓶・缶類の表示ラベル等に用いられる粘着ラベル用のラベル用紙として、ライナー（セパ
レータ）を使用しないライナーレスタイプのラベル用紙が知られている。このライナーレ
スタイプのラベル用紙としては、一般的に、ラベル記録面の表面にシリコン樹脂などの離
型剤を塗布し、ラベルをロール状に巻回した時に記録面の裏面に設けられた粘着剤層と記
録面とが貼り付かないシリコントップ型のラベル用紙があるが、近年、感熱発色タイプの
記録面を有するラベルの裏面に、加熱により粘着性を発現する熱活性粘着剤層が設けられ
たラベル用紙が知られるようになっている。この熱活性粘着剤からなる粘着層を有するラ
ベル用紙は、記録面を熱で発色させることにより、バーコードや文字等を印字し、また、
熱活性粘着剤層を加熱することで粘着力を発現させるようにしたものである。
【０００３】
　また、近年、上記熱活性粘着剤層が設けられたラベル用紙に加えて、ラベル用紙の粘着
層表面を被膜層で覆うことでライナーを省略した構成のラベル用紙が提案されている。こ
のラベル用紙によれば、ラベル裏面の被膜層に熱を加えることで前記被膜層を除去して粘
着層を露出させることができ、その結果、粘着力を発現させることができる。
【０００４】
　上記した熱活性粘着剤層を形成したラベル用紙、あるいは、粘着層表面を被膜層で覆っ
たラベル用紙を用いて粘着ラベルを印刷・発行するプリンタとしては、例えば下記特許文
献１に示すものがある。これらは、帯状のライナーレスタイプのラベル用紙をロール状に
巻回したロール紙を収容するロール収容部と、ロール紙から繰り出されたラベル用紙を感
熱発色面側から加熱して印字を行う印字ユニットと、印字後のラベル用紙を通過させて所
望の長さの粘着ラベルにカットするカッターユニットと、粘着層を加熱してラベル用紙の
粘着力を発現させる粘着力発現ユニットと、を備えた構成が知られている。上記した印字
ユニット及び粘着力発現ユニットは、それぞれサーマルヘッドとプラテンローラを備えた
構成からなり、印字ユニットのサーマルヘッドとプラテンローラとの間にラベル用紙の印
字面が通過することで印字され、また、粘着力発現ユニットのサーマルヘッドとプラテン
ローラとの間にラベル用紙が通過することで粘着層を熱活性化し、あるいは、粘着層表面
の被膜層を除去して粘着ラベルの粘着力を発現させる構成からなっている。
【０００５】
　ところで、上記したプリンタでは、カッターユニットによってラベル用紙をカットする
とき、ラベル用紙を用紙の長さ方向に対して直角にカットするため、ラベル用紙の搬送を
一時停止して切断動作を行う必要があるが、仮に、カッターユニットで粘着ラベルの後端
となる箇所をカットする際に、ラベル用紙（粘着ラベル）の前端部が粘着力発現ユニット
のサーマルヘッドの位置まで進行しており、粘着力発現ユニットのサーマルヘッドとプラ
テンローラとの間にラベル用紙（粘着ラベル）が通された状態であると、ラベル用紙が粘
着力発現ユニットのプラテンローラに引っ張られてしますため、当該ラベル用紙（粘着ラ
ベル）の搬送を一時停止する必要がある。この場合、粘着力発現ユニットのサーマルヘッ
ド（熱源）からの熱によって感熱発色面が変色したり、熱活性化した粘着層がサーマルヘ
ッドに貼り付いて紙ジャム等の搬送不良が生じたりするおそれがある。
【０００６】
　そこで、上記した従来のプリンタでは、カッターユニットと粘着力発現ユニットとの間
に、ラベル用紙を弛ませる用紙弛みユニットを設けた構成が提案されている。この用紙弛
みユニットには、カッターユニットの用紙搬送方向下流側に配設されてラベル用紙が通紙
される上流側通紙部（ガイド）と、粘着力発現ユニットのラベル搬送方向上流側に配設さ
れてラベル用紙が通紙される下流側通紙部（ガイド）と、からなる。上記した上流側通紙
部及び下流側通紙部は、各々の通紙方向が互いに同一線状になる向きにそれぞれ配設され
ており、上流側通紙部から下流側通紙部に渡されたラベル用紙は、上流側通紙部と下流側
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通紙部との間で弛ませることが可能となっている。これにより、長さサイズが大きい粘着
ラベルを発行する場合に、上流側通紙部と下流側通紙部との間でラベル用紙を弛ませなが
らラベル用紙を繰り出すことで、ラベル用紙切断時において、下流に位置する粘着力発現
ユニット部分でラベル用紙を停止させること無くラベル用紙を進行させることができる。
【０００７】
　また、上記した粘着ラベル発行装置では、粘着ラベルの長さサイズが短い場合にはラベ
ル用紙を弛ませる必要がないが、粘着ラベルの長さサイズは少なくともカッターユニット
の刃先位置から下流側通紙部までの長さが必要となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００３－３１６２６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上記した従来のプリンタ（粘着ラベル発行装置）では、上流側通紙部と下流側通紙部と
の間でラベル用紙が大きく弛み過ぎると、ラベル用紙の弛み部が途中で折れて下流側通紙
部に入り込むなどして紙ジャム等の搬送不良が生じるおそれがあり、特に、低温（例えば
５℃以下）のときにはラベル用紙が硬くなるため、ラベル用紙の弛み部が折れやすくなる
。したがって、当該粘着ラベル発行装置によって発行する粘着ラベルの長さサイズを、ラ
ベル用紙の弛み部が折れない程度の長さに制限する必要がある。
【００１０】
　また、上流側通紙部と下流側通紙部との間隔を拡げるほど、ラベル用紙を大きく弛ませ
てもラベル用紙の弛み部が折れなくなる。この場合、粘着ラベルの長さサイズの上限が大
きくなるが、上流側通紙部と下流側通紙部との間隔が拡がる分だけ粘着ラベルの長さサイ
ズの下限も大きくなる。反対に、上流側通紙部と下流側通紙部との間隔を狭めるほど、粘
着ラベルの長さサイズの下限が小さくなるが、ラベル用紙の弛み部に折れが生じやすくな
るので粘着ラベルの長さサイズの上限も小さくなる。したがって、上記した従来の粘着ラ
ベル発行装置では、粘着ラベルの長さサイズの自由度が低いという問題がある。
【００１１】
　本発明は、上記従来の問題を解決するため、ラベル用紙の搬送不良を抑制して信頼性を
向上させることができると共に、粘着ラベルの長さサイズの自由度の向上、及び小型化を
図ることができる粘着ラベル発行装置及びプリンタを提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明に係る粘着ラベル発行装置は、感熱紙の感熱発色面の裏側に粘着層が設けられた
帯状のラベル用紙を通過させて所望の長さの粘着ラベルにカットするカッターユニットと
、前記粘着ラベルを前記感熱発色面の裏側から加熱して該粘着ラベルの粘着力を発現させ
る粘着力発現ユニットと、用紙搬送方向に対して前記カッターユニットの下流側であって
前記粘着力発現ユニットの上流側に配設され、カットされずに前記カッターユニットを通
過した前記ラベル用紙を、該ラベル用紙をそれぞれ通紙する上流側通紙部及び下流側通紙
部の間で弛ませる用紙弛緩ユニットと、を備える粘着ラベル発行装置において、前記上流
側通紙部は、該上流側通紙部における通紙方向が前記下流側通紙部における通紙方向と同
一線状になる向きを基準位置とし、前記上流側通紙部の向きを前記基準位置から傾けた傾
斜位置に変更することで該上流側通紙部における通紙方向を変更する通紙方向変更手段が
備えられていることを特徴としている。
【００１３】
　このような特徴により、粘着ラベルを発行する際、まず、ラベル用紙を順次繰り出して
搬送する。このとき、上流側通紙部は基準位置にあり、上流側通紙部における通紙方向と
下流側通紙部における通紙方向とが同一線状になっているため、上流側通紙部における通
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紙方向前方側に下流側通紙部があり、ラベル用紙が上流側通紙部から下流側通紙部に容易
に渡される。すなわち、ラベル用紙の前端部は、上流側通紙部から送り出された後、その
まま直進することで下流側通紙部に到達する。その後、粘着ラベルの後端部となるラベル
用紙のカット位置がカッターユニットの刃先位置に到達するまでラベル用紙を繰り出して
いくが、上流側通紙部と下流側通紙部との間でラベル用紙を弛ませることでラベル用紙の
前端部が粘着力発現ユニットの熱源の位置まで進行しないようにしたり、後述するカッタ
ーユニットの動作時でも粘着力発現ユニットでの動作を継続させたりすることができる。
このとき、ラベル用紙の前端部が少なくとも下流側通紙部を通過した後に通紙方向変更手
段によって上流側通紙部の向きを基準位置から傾斜位置に変更して上流側通紙部の通紙方
向を変更することで、ラベル用紙の弛み量が大きくなっても弛み部が折れにくくなり、搬
送不良が抑制される。その後、粘着ラベルの後端部となるラベル用紙のカット位置がカッ
ターユニットの刃先のところまで進行したところで、ラベル用紙の搬送を少なくとも上流
側通紙部で一時的に停止してカッターユニットで粘着ラベルの後端部となる箇所をカット
して所望の長さサイズの粘着ラベルを形成する。続いて、その粘着ラベルは粘着力発現ユ
ニットまで搬送され、その粘着力発現ユニットで粘着ラベルの粘着力が発現された後、発
行される。
【００１４】
　また、本発明に係る粘着ラベル発行装置は、前記上流側通紙部が一対の搬送ローラから
なり、該一対の搬送ローラの間に前記ラベル用紙が通されることが好ましい。
　これにより、一対の搬送ローラの間に通されたラベル用紙は、搬送ローラが回転するこ
とによって下流側通紙部に向かって送り出されて搬送される。また、搬送ローラが回転す
ることによって上流側通紙部と下流側通紙部との間のラベル用紙に弛みが生じる。
【００１５】
　また、本発明に係る粘着ラベル発行装置は、前記一対の搬送ローラのうちの一方が駆動
ローラであり、他方が前記駆動ローラに従動する従動ローラであり、前記通紙方向変更手
段に、前記従動ローラを前記駆動ローラの回転中心軸線回りに回動させることで前記基準
位置と前記傾斜位置との間で移動させる回動機構が備えられていることが好ましい。
　これにより、回動機構によって従動ローラを駆動ローラの回転中心軸線回りに回動させ
ることで、駆動ローラ及び従動ローラからなる上流側通紙部の向きが変更されるので、駆
動ローラと従動ローラとの間を通るラベル用紙の通紙方向を簡単な機構で変更することが
できる。
【００１６】
　また、本発明に係る粘着ラベル発行装置は、前記回動機構が、前記駆動ローラの回転中
心軸線を中心にして円弧状に延在し、前記従動ローラの軸部が挿通されたガイド孔と、前
記基準位置にある前記従動ローラを係止する係止部と、該係止部を前記従動ローラから外
す方向に移動させて前記係止部の前記従動ローラに対する係止を解除する解除機構と、が
備えられていることが好ましい。
　これにより、解除機構によって係止部を従動ローラから外すと共に駆動ローラを回転さ
せることで、駆動ローラの回転力によって従動ローラがガイド孔に沿って駆動ローラの回
転中心軸線回りに回動し、駆動ローラ及び従動ローラからなる上流側通紙部の向きが基準
位置から傾斜位置に変更される。また、従動ローラが傾斜位置にある状態において、駆動
ローラを逆回転させることで、駆動ローラの回転力によって従動ローラがガイド孔に沿っ
て駆動ローラの回転中心軸線回りに回動し、上流側通紙部の向きが傾斜位置から基準位置
に戻される。そして、係止部によって従動ローラを係止することで、上流側通紙部の向き
が基準位置で保持される。このように、簡単な構成で、従動ローラを基準位置と傾斜位置
との間で駆動ローラの回転中心軸線回りに回動させることができる。
【００１７】
　また、本発明に係るプリンタは、上記した粘着ラベル発行装置を備えたプリンタであっ
て、前記カッターユニットの用紙搬送方向上流側に、前記ラベル用紙を感熱発色面側から
加熱して該感熱発色面に印字を行う印字ユニットが設けられていることが好ましい。
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　これにより、まず、繰り出されたラベル用紙は、印字ユニットで感熱発色面に印字され
る。その後、印字されたラベル用紙がカッターユニットを通過して所望の長さの粘着ラベ
ルにカットされ、その粘着ラベルは、粘着力発現ユニットで粘着力を発現させた後、発行
される。
【００１８】
　また、本発明に係るプリンタは、上記した粘着ラベル発行装置を備えたプリンタであっ
て、前記下流側通紙部の用紙搬送方向下流側であって前記粘着力発現ユニットのラベル搬
送方向上流側に、前記粘着ラベルを感熱発色面側から加熱して該感熱発色面に印字を行う
印字ユニットが設けられていることが好ましい。
　これにより、まず、繰り出されたラベル用紙は、カッターユニットを通過して所望の長
さの粘着ラベルにカットされる。その後、その粘着ラベルは、印字ユニットに搬送され、
印字ユニットで感熱発色面に印字され、その後、印字された粘着ラベルは、粘着力発現ユ
ニットで粘着力を発現させた後、発行される。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明に係る粘着ラベル発行装置及びプリンタによれば、通紙方向変更手段によって上
流側通紙部の向きを基準位置から傾斜位置に変更して上流側通紙部の通紙方向を変更する
ことで、ラベル用紙の弛み量が大きくなっても弛み部が折れにくくなり、紙ジャム等の搬
送不良が抑制されるので、粘着ラベル発行装置の信頼性を向上させることができ、また、
粘着ラベルの長さサイズの自由度を向上させると共に粘着ラベル発行装置の小型化を図る
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明の第一実施形態を説明するためのプリンタの模式図である。
【図２】本発明の第一実施形態を説明するための通紙方向変更手段（回動機構）の側面図
である。
【図３】本発明の第一実施形態を説明するための通紙方向変更手段（回動機構）の平面図
である。
【図４】本発明の第一実施形態を説明するための通紙方向変更手段（回動機構）の正面図
であり、図３に示す矢印Ａ方向からの矢視図である。
【図５】本発明の第一実施形態を説明するためのラベル用紙の弛み状態を表した模式図で
ある。
【図６】本発明の第二実施形態を説明するためのプリンタの模式図である。
【図７】本発明の変形例を説明するための通紙方向変更手段（回動機構）の側面図である
。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明に係る粘着ラベル発行装置及びプリンタの実施の形態について、図面に基
づいて説明する。
【００２２】
［第一実施形態］
　図１に示すプリンタ１は、本発明に係るプリンタの第一実施形態であり、粘着ラベル用
のロール紙Ｒを使用し、そのロール紙Ｒから繰り出された帯状のラベル用紙Ｓにバーコー
ドや価格等の印刷を行うと共にそのラベル用紙Ｓを所望の長さの粘着ラベルＬにカットし
て発行するラベルプリンタである。
　なお、上記したロール紙Ｒは、筒状の芯材Ｐの外周面に帯状のラベル用紙Ｓを巻き付け
た構成からなり、図示しないロール収容部の内側に軸回転可能に収容保持されている。ま
た、ラベル用紙Ｓは、熱を加えると変色する特殊な記録紙（感熱紙）の裏面（感熱発色面
の反対側の面）に熱活性粘着剤からなる粘着層が設けられた構成からなる。
【００２３】



(7) JP 2012-201410 A 2012.10.22

10

20

30

40

50

　まず、上記したプリンタ１の構成について説明する。
【００２４】
　プリンタ１の概略構成としては、図１に示すように、ロール紙Ｒから繰り出されたラベ
ル用紙Ｓの感熱発色面を加熱して感熱発色面に印字を行う印字ユニット２と、ラベル用紙
Ｓを所望の長さにカットするカッターユニット３と、カッターユニット３を通過したラベ
ル用紙Ｓを弛ませる用紙弛緩ユニット４と、カッターユニット３でカットされた粘着ラベ
ルＬの粘着層を加熱して粘着ラベルＬの粘着力を発現させる粘着力発現ユニット５と、を
備えている。なお、上記したカッターユニット３と用紙弛緩ユニット４と粘着力発現ユニ
ット５とによって粘着ラベル発行装置１０が構成されている。
【００２５】
［印字ユニット］
　印字ユニット２は、プラテンローラ２０及び印字用サーマルヘッド２１を備えるサーマ
ルプリント機構であり、ロール紙Ｒを収容する図示しないロール収容部の用紙搬送方向の
下流側に配設されている。印字用サーマルヘッド２１は、多数の発熱素子を有するライン
ヘッドであり、図示しないコイルバネ等によってプラテンローラ２０側に押圧されて、プ
ラテンローラ２０の外周面に対して圧接されている。プラテンローラ２０の一端側には図
示しない従動ギアが固定されている。この従動ギアは、図示しないモータ等の駆動源によ
って駆動する歯車伝達機構に噛合しており、駆動源の動力が歯車伝達機構および従動ギア
を介してプラテンローラ２０に伝達される。この印字ユニット２では、プラテンローラ２
０と印字用サーマルヘッド２１との間にラベル用紙Ｓを挟持した状態で前記駆動源を駆動
させてプラテンローラ２０を回転させることで、ラベル用紙Ｓをロール紙Ｒから繰り出さ
せて搬送することが可能である。なお、ラベル用紙Ｓは、感熱発色面を印字用サーマルヘ
ッド２１側に向けてプラテンローラ２０と印字用サーマルヘッド２１との間に通紙される
。
【００２６】
［カッターユニット］
　カッターユニット３は、固定刃３０及び可動刃３１を有する切断機構であり、印字ユニ
ット２の用紙搬送方向の下流側に配設されている。固定刃３０はラベル用紙Ｓの粘着層側
に配設され、可動刃３１はラベル用紙Ｓの感熱発色面側に配設されている。但し、固定刃
３０をラベル用紙Ｓの感熱発色面側に配設し、可動刃３１をラベル用紙Ｓの粘着層側に配
設しても構わない。可動刃３１は、固定刃３０に対して接近離間可能にスライド自在とさ
れており、固定刃３０との間でラベル用紙Ｓを上下に挟みこみながら切断することが可能
とされている。
【００２７】
［用紙弛緩ユニット］
　用紙弛緩ユニット４は、カッターユニット３を通過したラベル用紙Ｓを上流側通紙部４
０及び下流側通紙部４１の間で弛ませる弛み領域部であり、カッターユニット３の用紙搬
送方向の下流側に配設されている。上流側通紙部４０及び下流側通紙部４１は、それぞれ
カッターユニット３を通過したラベル用紙Ｓ（カッターユニット３によってカットされた
粘着ラベルＬ）を搬送する一対の搬送ローラ、すなわち駆動ローラ４２，４４及び従動ロ
ーラ４３，４５からなり、これら駆動ローラ４２，４４及び従動ローラ４３，４５の間に
ラベル用紙Ｓが通紙される。なお、これら駆動ローラ４２，４４及び従動ローラ４３，４
５の外周面のうち、少なくともラベル用紙Ｓに接触する部分の材質は、シリコーンゴムま
たはフッ素ゴムなどのゴム系材料が適している。
【００２８】
　駆動ローラ４２，４４は、モータ等を駆動源として駆動するローラであり、駆動ローラ
４２，４４の一端側には図示しない従動ギアが固定されている。この従動ギアは図示しな
いモータ等の駆動源によって駆動する歯車伝達機構に噛合しており、駆動源の動力が歯車
伝達機構および従動ギアを介して駆動ローラ４２，４４に伝達される。また、駆動ローラ
４２，４４の径方向外側には、駆動ローラ４２，４４に対して平行する回転自在の従動ロ



(8) JP 2012-201410 A 2012.10.22

10

20

30

40

50

ーラ４３，４５が配設されており、この従動ローラ４３，４５の外周面は、駆動ローラ４
２，４４の外周面に対してゴム弾性または図示しない板ばね等によって圧接されている。
これにより、前記駆動源を駆動させて駆動ローラ４２，４４を回転させることで、駆動ロ
ーラ４２，４４の回転に従動して従動ローラ４３，４５が駆動ローラ４２，４４の回転方
向と逆方向に回転する。このとき、駆動ローラ４２，４４と従動ローラ４３，４５との間
にラベル用紙Ｓが通されると、回転する駆動ローラ４２，４４及び従動ローラ４３，４５
によってラベル用紙Ｓが送り出されて搬送される。また、駆動ローラ４２，４４はラベル
用紙Ｓの感熱発色面側に配設され、従動ローラ４３，４５はラベル用紙Ｓの粘着層側に配
設されている。但し、駆動ローラ４２，４４をラベル用紙Ｓの粘着層側に配設し、従動ロ
ーラ４３，４５をラベル用紙Ｓの感熱発色面側に配設しても構わない。
【００２９】
　また、上流側通紙部４０は、当該上流側通紙部４０における通紙方向が下流側通紙部４
１における通紙方向と同一線上になる向きを基準位置（図１において実線で示す）として
配設されており、上流側通紙部４０の出口部と下流側通紙部４１の入口部とは間隔をあけ
て対向している。上記した「通紙方向」は、駆動ローラ４２，４４の回転中心と従動ロー
ラ４３，４５の回転中心とを結ぶ仮想直線に直交する方向であり、図１において矢印で示
す方向である。
【００３０】
　また、用紙弛緩ユニット４には、上流側通紙部４０の向きを上記した基準位置から傾け
た傾斜位置（図１において一点鎖線で示す）に変更することで上流側通紙部４０における
通紙方向を変更する通紙方向変更手段６が備えられている。この通紙方向変更手段６は、
上流側通紙部４０の従動ローラ４３を駆動ローラ４２の回転中心軸線Ｏ回りに回動させる
ことで基準位置と傾斜位置との間で移動させる回動機構１１（図２に示す）からなる。
【００３１】
　ここで、回動機構１１について、図２～図４に基づいて詳しく説明する。
　図２～図４に示すように、上流側通紙部４０の駆動ローラ４２及び従動ローラ４３の軸
方向両側には、駆動ローラ４２の回転中心軸線Ｏに対して垂直に配設されたフレーム板１
５，１５がそれぞれ配設されている。これら一対のフレーム板１５，１５は、間隔をあけ
て対向配置されており、これら一対のフレーム板１５，１５の間に上記した駆動ローラ４
２及び従動ローラ４３がそれぞれ配設されている。駆動ローラ４２の軸部４２ａの両端部
は、一対のフレーム板１５，１５にそれぞれ軸回転可能に支持されている。
【００３２】
　また、上記した一対のフレーム板１５，１５には、従動ローラ４３の軸部４３ａの端部
が挿通されて従動ローラ４３の移動方向を案内するガイド孔１２，１２がそれぞれ形成さ
れている。これらのガイド孔１２，１２は、同形状に形成されていると共に互いに対向す
る位置に配置されている。具体的には、ガイド孔１２は、駆動ローラ４２の回転中心軸線
Ｏを中心にして円弧状に延在した長孔であり、駆動ローラ４２の鉛直下方の位置から通紙
方向上流側（図２（ａ）及び図２（ｂ）における左側）に向かって斜め上方に向かって円
弧状に延在している。そして、これら両側のガイド孔１２の内側に従動ローラ４３の軸部
４３ａの両端部がそれぞれ挿通されており、従動ローラ４３の軸部４３ａは、ガイド孔１
２に沿って移動可能となっている。これにより、従動ローラ４３は駆動ローラ４２の外周
面に沿って円弧状に移動可能となっている。また、図２（ａ）に示すように、ガイド孔１
２の長さ方向一端部１２ａ（駆動ローラ４２の鉛直下方の端部）に従動ローラ４３の軸部
４３ａが係止されることで従動ローラ４３が上記した基準位置に位置決めされ、また、図
２（ｂ）に示すように、ガイド孔１２の長さ方向他端部１２ｂに従動ローラ４３の軸部４
３ａが係止されることで従動ローラ４３が上記した傾斜位置に位置決めされる。
【００３３】
　また、図２～図４に示すように、上記した一対のフレーム板１５，１５には、回転中心
軸線Ｏに対する垂直面に沿って揺動するレバー部材１４が取り付けられている。このレバ
ー部材１４は、略コ字状に形成された部材であり、その概略構成としては、一対のフレー
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ム板１５，１５に回転軸部１８を介して回転可能に軸支された一対のアーム部１６，１６
と、一対のアーム部１６，１６の一端部（図２における下端部）同士を連結する連結部１
７と、を備えている。一対のアーム部１６，１６は、一対のフレーム板１５，１５に沿っ
て延設された部材であり、同一形状に形成されている。また、一対のアーム部１６，１６
は、上記した一対のフレーム板１５，１５の外面側にそれぞれ配設されており、一対のフ
レーム板１５，１５を挟んで互いに対向する位置に配設されている。なお、上記した回転
軸部１８は、一対のフレーム板１５，１５に形成された図示しない軸通し穴に回転可能に
挿通されて一対のアーム部１６の長さ方向中間部同士の間に架設されている。
【００３４】
　上記した一対のアーム部１６，１６の他端部（図２における上端部）には、前記した基
準位置にある従動ローラ４３を係止する係止部１３，１３がそれぞれ設けられている。係
止部１３は、上記したガイド孔１２の長さ方向一端部１２ａの位置（基準位置）にある従
動ローラ４３の軸部４３ａの端部に対して前方側（ガイド孔１２の長さ方向他端部１２ｂ
側、つまり図２における左側）から当接して従動ローラ４３の軸部４３ａの他端部１２ｂ
側への移動を規制する規制部材であり、係止部１３の上端部には、従動ローラ４３の軸部
４３ａの端部に掛けられる爪部１３ａが形成されている。また、係止部１３は、上記した
レバー部材１４が回転軸部１８回りに揺動することで、基準位置にある従動ローラ４３の
軸部４３ａを係止する位置（係止位置）と、軸部４３ａの回動軌道上（ガイド孔１２）か
ら外れた位置（解除位置）と、の間で移動する。
【００３５】
　また、回動機構１１には、係止部１３を従動ローラ４３から外す方向に移動させて係止
部１３の従動ローラ４３に対する係止を解除する解除機構６０が備えられている。この解
除機構６０は、係止部１３を上記した係止位置から解除位置に移動させる方向にレバー部
材１４を付勢する付勢部材６１と、付勢部材６１の付勢力に抵抗しながら係止部１３を上
記した解除位置から係止位置に移動させる方向にレバー部材１４を押圧するソレノイド６
２と、を備えている。
【００３６】
　付勢部材６１は、連結部１７とその前方に配設された図示しない固定部との間に介装さ
れた圧縮コイルばねであり、係止部１３が係止位置に位置するときに圧縮されてばね力（
復元力）によって連結部１７を後方側に向かって押圧するものである。
　ソレノイド６２は、連結部１７の後方側（付勢部材６１の反対側）に配設されていると
共に、前方側（連結部１７側）に向かって可動部６２ａが突出する向きで配設されており
、ソレノイド６２の可動部６２ａの先端は連結部１７の後方側から連結部１７に当接され
ている。このソレノイド６２が駆動して可動部６２ａが前進すると、連結部１７が前方側
に向かって押圧され、付勢部材６１の付勢力に抵抗しながらレバー部材１４が係止方向（
係止部１３を解除位置から係止位置に移動させる方向）に回動する。また、ソレノイド６
２が駆動停止して可動部６２ａが後退することで、連結部１７に対する押圧が解除され、
その結果、付勢部材６１の付勢力によってレバー部材１４が係止解除方向（係止部１３を
係止位置から解除位置に移動させる方向）に回動する。
【００３７】
　また、図１に示すように、上記した用紙弛緩ユニット４には、ラベル用紙Ｓの前端部が
下流側通紙部４１に到達したことを検出する光学センサ１９が設けられている。この光学
センサ１９としては、反射型又は透過型のセンサであり、下流側通紙部４１の通紙方向上
流側の近傍に配設されている。なお、ラベル用紙Ｓの前端部が下流側通紙部４１に到達し
たことを検出する検出手段としては、上記した光学センサ１９を用いる手段以外であって
もよく、例えば、マイクロスイッチを用いたり、ラベル用紙Ｓの紙送り量を計算したりす
ることで検出することが可能である。
【００３８】
［粘着力発現ユニット］
　粘着力発現ユニット５は、図１に示すように、プラテンローラ５０及び粘着力発現用サ
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ーマルヘッド５１を備えた構成からなり、用紙弛緩ユニット４の用紙搬送方向の下流側に
配設されている。粘着力発現用サーマルヘッド５１は、多数の図示しない発熱素子を有す
るラインヘッドであり、図示しないコイルバネ等によってプラテンローラ５０側に押圧さ
れて、プラテンローラ５０の外周面に対して圧接されている。プラテンローラ５０の一端
側には図示しない従動ギアが固定されている。この従動ギアは、図示しないモータ等の駆
動源によって駆動する歯車伝達機構に噛合しており、駆動源の動力が歯車伝達機構および
従動ギアを介してプラテンローラ５０に伝達される。この粘着力発現ユニット５では、プ
ラテンローラ５０と粘着力発現用サーマルヘッド５１との間に粘着ラベルＬを挟み込ませ
た状態で前記駆動源を駆動させてプラテンローラ５０を回転させることで粘着ラベルＬを
搬送することが可能である。なお、粘着力発現ユニット５は、上述したとおり上記した印
字ユニット２とほぼ同様の構成であるが、プラテンローラ５０と粘着力発現用サーマルヘ
ッド５１との位置が印字ユニット２に対して反対になっており、粘着ラベルＬは、感熱発
色面をプラテンローラ５０側に向けてプラテンローラ５０と印字用サーマルヘッド５１と
の間に通紙される。
【００３９】
　また、上記したプラテンローラ５０及び粘着力発現用サーマルヘッド５１の用紙搬送方
向の下流側には、粘着力が発現した粘着ラベルＬを図示しない排出口に搬送する排出ロー
ラ５２が配設されている。この排出ローラ５２の一端側には図示しない従動ギアが固定さ
れており、この従動ギアは図示しないモータ等の駆動源によって駆動する歯車伝達機構に
噛合しており、駆動源の動力が歯車伝達機構および従動ギアを介して排出ローラ５２に伝
達される。
【００４０】
　なお、上記した印字ユニット２のプラテンローラ２０の一端側に固定された図示しない
従動ギアと、用紙弛緩ユニット４の２つの駆動ローラ４２，４４の一端側にそれぞれ固定
された図示しない従動ギアと、粘着力発現ユニット５のプラテンローラ５０の一端側に固
定された図示しない従動ギアと、排出ローラ５２の一端側に固定された図示しない従動ギ
アとは、共通の歯車伝達機構にそれぞれ噛合しており、印字ユニット２のプラテンローラ
２０、用紙弛緩ユニット４の駆動ローラ４２，４４、粘着力発現ユニット５のプラテンロ
ーラ５０及び排出ローラ５２は共通するモータ等を駆動源として互いに同期して駆動する
。
【００４１】
　ただし、上記した各ローラ２０，４２，４４，５０，５２がそれぞれ別々の駆動源を有
し、それぞれが単独で駆動する構成であってもよい。例えば、上流側通紙部４０の通紙方
向上流側に設置された図示しないセンサによってラベル用紙Ｓを検出したり、上記したプ
ラテンローラ２０によるラベル用紙Ｓの紙送り量を計算したりすることで、ラベル用紙Ｓ
の前端部が上流側の駆動ローラ４２に到達する直前に用紙弛緩ユニット４の駆動ローラ４
２，４４を駆動させてもよい。また、同様に、粘着力発現ユニット５のプラテンローラ５
０の用紙搬送方向上流側に設置された図示しないセンサによって粘着ラベルＬを検出した
りすることで、粘着ラベルＬの前端部がプラテンローラ５０と粘着力発現用サーマルヘッ
ド５１との間に到達する直前にプラテンローラ５０を駆動させてもよい。
【００４２】
　次に、上記した構成からなるプリンタ１の動作について説明する。
【００４３】
　まず、プリンタ１の作動準備を行う。具体的には、図示しないロール収容部の内側にロ
ール紙Ｒをセットし、そのラベル用紙Ｓの端部を印字ユニット２のプラテンローラ２０と
印字用サーマルヘッド２１との間に差し込む。
なお、印字ユニット２の用紙搬送方向上流側に搬送ローラがある場合には、その搬送ロー
ラにラベル用紙Ｓの端部を掛ける。
【００４４】
　次に、プリンタ１を図示しない外部入力装置に接続し、その外部入力装置からプリンタ
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１にラベル発行指令と共にラベル情報を出力する。このラベル情報としては、例えば粘着
ラベルＬの長さ（印字データ量で代用可）、印字データ、加熱粘着力発現領域などがある
。プリンタ１では、ラベル発行指令及びラベル情報を受けると、図示しないモータ等の駆
動源が駆動し、その駆動源の動力が図示しない歯車伝達機構および従動ギアを介してプラ
テンローラ２０に伝達されてプラテンローラ２０が回転する。これにより、プラテンロー
ラ２０と印字用サーマルヘッド２１との間に挟まれたラベル用紙Ｓがカッターユニット３
側に送り出されて、ロール紙Ｒからラベル用紙Ｓを繰り出しながらラベル用紙Ｓが搬送さ
れる。このとき、印字用サーマルヘッド２１が駆動してラベル情報に応じた印字動作を実
施する。これにより、ラベル用紙Ｓがプラテンローラ２０と印字用サーマルヘッド２１と
の間を通過するラベル用紙Ｓの感熱発色面にバーコードや文字などが順次印刷される。
　なお、プリンタ１が入力部を備える場合には、図示しない外部入力装置に接続する必要
はなく、前記入力部からのラベル発行指令及びラベル情報に基づいて印字ユニット２を動
作させてもよい。
【００４５】
　印字ユニット２を通過したラベル用紙Ｓは、カッターユニット３の固定刃３０と可動刃
３１との間を通過した後、用紙弛緩ユニット４の上流側通紙部４０に到達する。このとき
、上流側通紙部４０の駆動ローラ４２が上述した印字ユニット２のプラテンローラ２０の
駆動に同期して駆動して駆動ローラ４２及び従動ローラ４３がそれぞれ回転するので、ラ
ベル用紙Ｓが駆動ローラ４２と従動ローラ４３との間を通紙して送り出される。
【００４６】
　また、このとき、図２（ａ）に示すように、通紙方向変更手段６のソレノイド６２が駆
動して可動部６２ａが連結部１７を前方側に向かって押圧しており、レバー部材１４が付
勢部材６１の付勢力に抵抗しながら係止方向に回動した状態となり、このレバー部材１４
に設けられた係止部１３が係止位置に配置されて従動ローラ４３の軸部４３ａに係止され
、従動ローラ４３が基準位置に保持されている。これにより、上流側通紙部４０における
通紙方向と下流側通紙部４１における通紙方向とが同一線状になり、上流側通紙部４０に
おける通紙方向の前方側に下流側通紙部４１があるので、ラベル用紙Ｓが上流側通紙部４
０から下流側通紙部４１に容易に渡される。すなわち、ラベル用紙Ｓの前端部は、上流側
通紙部４０から送り出された後、そのまま直進することで下流側通紙部４１に到達する。
このとき、下流側通紙部４１の駆動ローラ４４が上述した印字ユニット２のプラテンロー
ラ２０の駆動に同期して駆動して駆動ローラ４４及び従動ローラ４５がそれぞれ回転する
ので、ラベル用紙Ｓが駆動ローラ４４と従動ローラ４５との間を通紙して送り出される。
【００４７】
　また、このとき、図２（ａ）に示すように、通紙方向変更手段６のソレノイド６２が駆
動して可動部６２ａが連結部１７を前方側に向かって押圧しており、レバー部材１４が付
勢部材６１の付勢力に抵抗しながら係止方向に回動した状態となり、このレバー部材１４
に設けられた係止部１３が係止位置に配置されて従動ローラ４３の軸部４３ａに係止され
、従動ローラ４３が基準位置に保持されている。これにより、上流側通紙部４０における
通紙方向と下流側通紙部４１における通紙方向とが同一線状になり、上流側通紙部４０に
おける通紙方向の前方側に下流側通紙部４１があるので、ラベル用紙Ｓが上流側通紙部４
０から下流側通紙部４１に容易に渡される。すなわち、ラベル用紙Ｓの前端部は、上流側
通紙部４０から送り出された後、そのまま直進することで下流側通紙部４１に到達する。
このとき、下流側通紙部４１の駆動ローラ４４は、上述した印字ユニット２のプラテンロ
ーラ２０の駆動に同期して駆動しており、駆動ローラ４４及び従動ローラ４５がそれぞれ
回転するので、ラベル用紙Ｓが駆動ローラ４４と従動ローラ４５との間を通紙して送り出
される。
【００４８】
　その後、上流側通紙部４０及び下流側通紙部４１の各駆動ローラ４２，４４をそれぞれ
駆動させることで、粘着ラベルＬの後端部となるラベル用紙Ｓのカット位置がカッターユ
ニット３の刃先位置に移動するまでラベル用紙Ｓを繰り出していくが、上流側通紙部４０
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と下流側通紙部４１との間でラベル用紙Ｓを弛ませることでラベル用紙Ｓの前端部が粘着
力発現ユニット５の粘着力発現用サーマルヘッド５１の発熱素子の位置まで進行しないよ
うにする。具体的には、下流側通紙部４１の駆動ローラ４４の回転速度を上流側通紙部４
０の駆動ローラ４２の回転速度よりも遅くし、下流側通紙部４１による単位時間当たりの
紙送り量を上流側通紙部４０による単位時間当たりの紙送り量よりも少なくする。これに
より、ラベル用紙Ｓのうちの上流側通紙部４０と下流側通紙部４１との間の部分が感熱発
色面側に膨出するように山形に弛んでいき、その弛み量はラベル用紙Ｓの搬送に伴って漸
次大きくなる。
　なお、上流側通紙部４０と下流側通紙部４１との間のラベル用紙Ｓに弛みを持たせる手
段としては、下流側通紙部４１の駆動ローラ４４の駆動を停止させつつ上流側通紙部４０
の駆動ローラ４２を駆動させてもよい。
【００４９】
　また、ラベル用紙Ｓの前端部が下流側通紙部４１に到達した時点で、図２（ｂ）に示す
ように、通紙方向変更手段６によって上流側通紙部４０を基準位置から傾斜位置に傾けて
上流側通紙部４０における通紙方向を変更する。
【００５０】
　詳しく説明すると、光学センサ１９によってラベル用紙Ｓの前端部が下流側通紙部４１
に到達したことを検出した時点で、通紙方向変更手段６のソレノイド６２の駆動を停止し
て可動部６２ａを後退させ、連結部１７に対する押圧を解除する。これにより、付勢部材
６１の付勢力によってレバー部材１４が係止解除方向に回動し、このレバー部材１４に設
けられた係止部１３が従動ローラ４３の軸部４３ａから外れて解除位置に配置される。こ
れにより、従動ローラ４３の軸部４３ａのガイド孔１２の長さ方向他端部１２ｂ側への移
動が許容されるので、駆動ローラ４２の回転力によって従動ローラ４３が押し上げられ、
従動ローラ４３の軸部４３ａがガイド孔１２に沿ってガイド孔１２の長さ方向一端部１２
ａの位置から他端部１２ｂの位置に移動する。つまり、従動ローラ４３は、駆動ローラ４
２の回転中心軸線Ｏ回りに回動して基準位置から傾斜位置に移動し、駆動ローラ４２と従
動ローラ４３との間の通紙方向は斜め上方（図５に示す白抜き矢印方向）に向けられる。
これにより、ラベル用紙Ｓの弛み量が大きくなっても弛み部が折れにくくなり、搬送不良
が抑制される。詳しく説明すると、図５に示すように、ラベル用紙Ｓの弛み量が大きくな
ったとき、ラベル用紙Ｓの弛み部は、通紙方向下流側に向かって傾倒した状態となり、弛
み部に折れが生じない。
【００５１】
　なお、上述した通紙方向変更手段６による上流側通紙部４０における通紙方向の変更動
作開始の有無は、ラベル情報のラベル長さに応じて制御することが好ましい。例えば粘着
ラベルＬの長さ寸法がカッターユニット３の刃先位置から下流側通紙部４１までの距離以
下の寸法の場合にはラベル用紙Ｓを弛ませる必要が無いため、通紙方向変更手段６によっ
て上流側通紙部４０における通紙方向の向きを変更する必要がなく、上流側通紙部４０は
基準位置のままでよい。また、ラベル用紙Ｓを弛ませる必要がある場合であっても、その
弛み量が小さい場合には、通紙方向変更手段６によって上流側通紙部４０における通紙方
向の向きを変更する必要がなく、上流側通紙部４０は基準位置のままでよい。
【００５２】
　その後、ラベル用紙Ｓのカット位置（粘着ラベルＬの後端部となる箇所）がカッターユ
ニット３の刃先位置まで進行したところで、ラベル用紙Ｓの搬送を一時的に停止してカッ
ターユニット３で粘着ラベルＬの後端部となる箇所をカットして所望の長さサイズの粘着
ラベルＬを形成する。
【００５３】
　詳しく説明すると、まず、ラベル用紙Ｓのカット位置が固定刃３０の刃先の位置まで移
動した時点で、図示しない駆動源を停止してラベル用紙Ｓの搬送を一時停止する。ラベル
用紙Ｓのカット位置が固定刃３０の刃先の位置まで移動したことを検出する手段としては
、図示しない光学センサやマイクロスイッチによってカット位置（粘着ラベルＬの後端部
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）を検出したり、或いはラベル情報によるラベル長さ寸法とラベル用紙Ｓの紙送り量の計
算値とに基づいて検出したりする。
【００５４】
　続いて、可動刃３１を固定刃３０側に移動させることで、固定刃３０と可動刃３１とに
よってラベル用紙Ｓをカットする。これにより、ラベル用紙Ｓから所望長さの粘着ラベル
Ｌが切り離される。
　その後、図示しない駆動源を再駆動し、用紙弛緩ユニット４の駆動ローラ４２，４４を
それぞれ回転させて粘着ラベルＬを粘着力発現ユニット５側に向けて搬送する。
【００５５】
　そして、粘着ラベルＬの後端部が上流側通紙部４０を通過した後、図２（ａ）に示すよ
うに通紙方向変更手段６によって上流側通紙部４０を傾斜位置から基準位置に戻して上流
側通紙部４０における通紙方向を元の方向に戻す。
【００５６】
　詳しく説明すると、ラベル用紙Ｓの後端部が上流側の駆動ローラ４２と従動ローラ４３
との間を通過した後、図示しない駆動源を逆駆動（例えばモータの場合には逆回転）させ
て上流側通紙部４０の駆動ローラ４２を逆回転（搬送時の方向と逆方向に回転）させる。
これにより、駆動ローラ４２の回転力によって従動ローラ４３が押し下げられ、従動ロー
ラ４３の軸部４３ａがガイド孔１２に沿ってガイド孔１２の長さ方向他端部１２ｂの位置
から一端部１２ａの位置に移動する。つまり、従動ローラ４３は、駆動ローラ４２の回転
中心軸線Ｏ回りに回動して傾斜位置から基準位置に移動し、上流側通紙部４０における通
紙方向が元の位置、つまり下流側通紙部４１における通紙方向と同一線上に戻る。
【００５７】
　なお、従動ローラ４３が基準位置まで戻す際、駆動ローラ４２の回転による移動距離を
予め計算しておき、その移動距離（計算値）かかる時間以上を経過させたりその移動距離
分の送り量以上を送ったりすることで、従動ローラ４３を基準位置まで戻すことができる
。また、マイクロスイッチなどの図示しない基準位置検出用センサを設けて、このセンサ
によって従動ローラ４３の基準位置を検出することで従動ローラ４３を基準位置まで確実
に戻すことができる。
【００５８】
　続いて、通紙方向変更手段６のソレノイド６２を再駆動して可動部６２ａを前進させて
連結部１７を前方側に向かって押圧する。これにより、付勢部材６１の付勢力に抵抗しな
がらレバー部材１４が係止方向に回動し、このレバー部材１４に設けられた係止部１３が
係止位置に移動して従動ローラ４３の軸部４３ａに掛けられる。これにより、ガイド孔１
２の長さ方向一端部１２ａの位置にある従動ローラ４３の軸部４３ａのガイド孔１２の長
さ方向他端部１２ｂ側への移動が規制される。
【００５９】
　その後、図示しない駆動源の駆動を正方向に戻して用紙弛緩ユニット４の下流側通紙部
４１の駆動ローラ４４を回転させて粘着ラベルＬを粘着力発現ユニット５側に向けて搬送
する。このとき、上流側通紙部４０の駆動ローラ４２が搬送方向に回転するが、上述した
ように従動ローラ４３の軸部４３ａのガイド孔１２の長さ方向他端部１２ｂ側への移動が
規制されているので、従動ローラ４３は駆動ローラ４２によって押し上げられずに基準位
置で保持される。
【００６０】
　次に、下流側通紙部４１から送り出された粘着ラベルＬは、粘着力発現ユニット５のプ
ラテンローラ５０と粘着力発現用サーマルヘッド５１との間に挿入される。そして、プラ
テンローラ５０と粘着力発現用サーマルヘッド５１との間に挟まれた粘着ラベルＬが排出
ローラ５２側に送り出される。このとき、粘着力発現用サーマルヘッド５１によって粘着
ラベルＬの粘着面が加熱されて粘着ラベルＬの粘着力が発現する。
　そして、プラテンローラ５０と粘着力発現用サーマルヘッド５１との間から送り出され
た粘着ラベルＬは、排出ローラ５２，５２によって図示しない排出口側に搬送され、当該
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排出口から排出される。
【００６１】
　また、上述したようにカッターユニット３でラベル用紙Ｓをカットした後、印字ユニッ
ト２のプラテンローラ２０を逆回転させ、カット後のラベル用紙Ｓを戻して、ラベル用紙
Ｓにおける印字書き出し位置を印字用サーマルヘッド２１の位置に合わせておくことが好
ましい。さらに、印字ユニット２内にラベル用紙Ｓの先端を検出する図示しないセンサを
設置しておき、ラベル用紙Ｓの先端を前記センサの位置まで戻して当該センサでラベル用
紙Ｓの先端を検出（認識）させてからラベル用紙Ｓの印字書き出し位置を印字用サーマル
ヘッド２１の位置まで移動させることで、より精度良く位置出しすることができる。
【００６２】
　また、上述した印字ユニット２のプラテンローラ２０の駆動に同期して、粘着力発現ユ
ニット５のプラテンローラ５０及び排出ローラ５２が駆動して回転する。すなわち、印字
ユニット２のプラテンローラ２０の一端側に固定された図示しない従動ギアと、用紙弛緩
ユニット４の２つの駆動ローラ４２，４４の一端側にそれぞれ固定された図示しない従動
ギアと、粘着力発現ユニット５のプラテンローラ５０の一端側に固定された図示しない従
動ギアと、排出ローラ５２の一端側に固定された図示しない従動ギアとは、同じ歯車伝達
機構にそれぞれ噛合しており、印字ユニット２のプラテンローラ２０、用紙弛緩ユニット
４の駆動ローラ４２，４４、粘着力発現ユニット５のプラテンローラ５０及び排出ローラ
５２は１つの駆動源で駆動する。
【００６３】
　なお、上記した各ローラ２０，４２，４４，５０，５２がそれぞれ別々の駆動源を有す
る場合には、互いに同期して駆動させる必要はない。例えば、上流側通紙部４０の通紙方
向上流側に設置された図示しないセンサによってラベル用紙Ｓを検出したり、上記したプ
ラテンローラ２０によるラベル用紙Ｓの紙送り量を計算したりすることで、ラベル用紙Ｓ
の前端部が上流側の駆動ローラ４２に到達する直前に用紙弛緩ユニット４の駆動ローラ４
２，４４を駆動させてもよい。また、カット動作時も駆動ローラ４２を停止させても、駆
動ローラ４４を駆動させたままでもよい。同様に、粘着力発現ユニット５のプラテンロー
ラ５０の用紙搬送方向上流側に設置された図示しないセンサによって粘着ラベルＬを検出
したりすることで、粘着ラベルＬの前端部がプラテンローラ５０と粘着力発現用サーマル
ヘッド５１との間に到達する直前にプラテンローラ５０を駆動させてもよい。
【００６４】
　上記したプリンタ１（粘着ラベル発行装置１０）によれば、通紙方向変更手段６によっ
て上流側通紙部４０の向きを基準位置から傾斜位置に変更して上流側通紙部４０の通紙方
向を変更することで、ラベル用紙Ｓの弛み量が大きくなっても弛み部が折れにくくなり、
紙ジャム等の搬送不良が抑制されるので、プリンタ１（通紙方向変更手段１０）の信頼性
を向上させることができる。また、ラベル用紙Ｓの弛み量が大きくなっても弛み部が折れ
にくくなり、紙ジャム等の搬送不良が抑制されるので、上流側通紙部４０と下流側通紙部
４１の間隔を狭くすることで大サイズから小サイズの粘着ラベルＬに対して幅広く対応可
能であり、粘着ラベルＬの長さサイズの自由度を向上させることができる。さらに、上流
側通紙部４０と下流側通紙部４１の間隔を狭くすることでプリンタ１（通紙方向変更手段
１０）の小型化を図ることもできる。
【００６５】
　また、カッターユニット３の用紙搬送方向上流側に印字ユニット２が設けられており、
印字ユニット２でラベル用紙Ｓの感熱発色面に印字した後、カッターユニット３で所望の
長さの粘着ラベルＬにカットされ、その後、粘着力発現ユニット５で粘着ラベルＬの粘着
力を発現させてから発行される。このように、用紙弛緩ユニット４でラベル用紙Ｓを弛ま
せる前に印字ユニット２で印字するので印字精度を向上させることができる。
【００６６】
　また、上流側通紙部４０が一対の搬送ローラ（駆動ローラ４２及び従動ローラ４３）か
らなり、これらの間にラベル用紙Ｓが通された構成となっているため、ラベル用紙Ｓを確
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実に搬送したり弛ませたりすることができる。
　しかも、回動機構１１によって従動ローラ４３を駆動ローラ４２の回転中心軸線Ｏ回り
に回動させることで駆動ローラ４２と従動ローラ４３との間を通るラベル用紙Ｓの通紙方
向の向きが変更されるため、上流側通紙部４０における通紙方向を簡単な機構で変更する
ことができる。
【００６７】
　さらに、上記した回動機構１１では、解除機構６０によって係止部１３を従動ローラ４
３の軸部４３ａから外すと共に駆動ローラ４２を回転させることで、駆動ローラ４２の回
転力によって従動ローラ４３がガイド孔１２に沿って駆動ローラ４２の回転中心軸線Ｏ回
りに回動し、上流側通紙部４０の向きが基準位置から傾斜位置に変更される。そして、駆
動ローラ４２を逆回転させることで、駆動ローラ４２の回転力によって従動ローラ４３が
ガイド孔１２に沿って駆動ローラ４２の回転中心軸線Ｏ回りに回動し、上流側通紙部４０
の向きが傾斜位置から基準位置に戻され、その後、係止部１３によって従動ローラ４３の
軸部４３ａを係止することで、上流側通紙部４０の向きが基準位置で保持される。このよ
うに、簡単な構成で、従動ローラ４３を基準位置と傾斜位置との間で駆動ローラ４２の回
転中心軸線Ｏ回りに回動させることができる。
【００６８】
［第二実施形態］
　図６に示すプリンタ１００は、本発明に係る粘着ラベル発行装置の第二実施形態であり
、その概略構成としては、ロール紙Ｒから繰り出されたラベル用紙Ｓを通過させて所望の
長さの粘着ラベルＬにカットするカッターユニット３と、カッターユニット３を通過した
ラベル用紙Ｓを弛ませる用紙弛緩ユニット４と、カッターユニット３でカットされた粘着
ラベルＬを感熱発色面側（図１における上側）から加熱して感熱発色面に印字を行う印字
ユニット２と、印字ユニット２で印字された粘着ラベルＬを粘着層側（感熱発色面の裏側
、つまり図１における下側）から加熱して粘着ラベルＬの粘着力を発現させる粘着力発現
ユニット５と、を備えている。つまり、本実施形態におけるプリンタ１００は、印字ユニ
ット２が用紙弛緩ユニット４と粘着力発現ユニット５との間、すなわち用紙弛緩ユニット
４の用紙搬送方向の下流側であって粘着力発現ユニット５の用紙搬送方向の上流側に配設
されている。
【００６９】
　また、カッターユニット３の用紙搬送方向上流側には、ラベル用紙Ｓを挟み込む一対の
搬送ローラ６０，６１が配設されており、この一対の搬送ローラ６０，６１によってラベ
ル用紙Ｓをカッターユニット３側に送り出すことでロール紙Ｒからラベル用紙Ｓが繰り出
されながらラベル用紙Ｓが搬送される。
　なお、上記した各ユニット（印字ユニット２、カッターユニット３、用紙弛緩ユニット
４、粘着力発現ユニット５）の構成は、上述した第一実施形態と同様であるため、説明を
省略する。
【００７０】
　上記したプリンタ１００によれば、ロール紙Ｒから繰り出されたラベル用紙Ｓがカッタ
ーユニット３を通過して所望の長さの粘着ラベルＬにカットされた後、その粘着ラベルＬ
が印字ユニット２に搬送され、印字ユニット２で感熱発色面に印字され、その後、印字さ
れた粘着ラベルＬが粘着力発現ユニット５で粘着力を発現させた上で発行されるので、ロ
ール紙Ｒから引き出されるラベル用紙Ｓの長さが短くなる。これにより、ラベル用紙Ｓの
伸びや破断などの不具合を防止することができる。
【００７１】
　以上、本発明に係る粘着ラベル発行装置の第一、第二実施形態について説明したが、本
発明は上記した実施形態に限定されるものではなく、その趣旨を逸脱しない範囲で適宜変
更可能である。
　例えば、上記した実施形態では、粘着ラベル発行装置１０と印字ユニット２とを備えた
プリンタ１について説明しているが、本発明は、粘着ラベル発行装置１０単体であっても
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よい。例えば、予めラベル用紙Ｓの感熱発色面に印字が施されているロール紙Ｒを使用す
る場合などには、印字ユニットを省略することも可能である。
【００７２】
　また、上記した実施形態では、係止部１３を従動ローラ４３から外す方向に移動させて
係止部１３の従動ローラ４３に対する係止を解除する解除機構６０として、係止部１３を
係止位置から解除位置に移動させる方向にレバー部材１４を付勢する付勢部材６１と、付
勢部材６１の付勢力に抵抗しながら係止部１３を解除位置から係止位置に移動させる方向
にレバー部材１４を押圧するソレノイド６２と、を備えているが、本発明は、他の構成か
らなる解除機構であってもよい。例えば、図７に示すように、係止部１３を有するアーム
部材２６１の端部に回転可能なカム２６２が連結された構成の解除機構２６０であっても
よい。前記したアーム部材２６１には、長手方向に沿って延在する長孔２６３が形成され
ており、この長孔２６３には、フレーム板１５に固定された固定軸２６４が挿通されてい
る。また、アーム部材２６１とカム２６２とは回転自在の回転軸２６５を介して連結され
ている。このような構成からなる解除機構２６０を有する回動機構２１１によれば、モー
タ等の駆動源によってカム２６２を回転させることで、長孔２６３内における固定軸２６
４の位置を変位させながらアーム部材２６１が揺動し、アーム部材２６１に設けられた係
止部１３が係止位置（図７（ａ）に示す。）と解除位置（図７（ｂ）に示す。）との間で
移動する。さらに、従動ローラ４３の長孔内の移動についても駆動ローラ４２の回転によ
る移動に限るものではなく、上記のようなアーム部材等の揺動による移動手段を用いるこ
とも可能である。
【００７３】
　また、上記した実施形態では、粘着力発現ユニット５における熱源として粘着力発現用
サーマルヘッド５１が備えられているが、本発明は、粘着力発現用サーマルヘッド５１以
外の熱源を用いることも可能であり、例えば熱ローラを用いて粘着ラベルＬの粘着面を加
熱することも可能である。
【００７４】
　また、上記した実施形態では、上流側通紙部４０及び下流側通紙部４１が駆動ローラ４
２，４４及び従動ローラ４３，４５からなるが、本発明は、上流側通紙部及び下流側通紙
部のうちの少なくとも一方が他の構成であってもよく、例えば、ラベル用紙Ｓや粘着ラベ
ルＬが挿通される一対のガイド板からなる上流側通紙部や下流側通紙部であってもよい。
【００７５】
　また、上記した実施の形態では、熱活性粘着剤からなる粘着層を有するラベル用紙Ｓを
使用し、粘着力発現ユニット５によって粘着層を熱活性化させることで粘着ラベルＬの粘
着力を発現させるプリンタ１，１００について説明しているが、本発明は、他の構成のラ
ベル用紙を使用することも可能であり、例えば、被膜層で粘着層が被覆された構成のラベ
ル用紙を使用することも可能である。この場合、粘着力発現ユニットによって被膜層を除
去して粘着層を露出させることで粘着ラベルの粘着力を発現させることができる。
【００７６】
　その他、本発明の主旨を逸脱しない範囲で、上記した実施の形態における構成要素を周
知の構成要素に置き換えることは適宜可能であり、また、上記した変形例を適宜組み合わ
せてもよい。
【符号の説明】
【００７７】
１…プリンタ
２…印字ユニット
３…カッターユニット
４…用紙弛緩ユニット
５…粘着力発現ユニット
６…通紙方向変更手段
１０…粘着ラベル発行装置



(17) JP 2012-201410 A 2012.10.22

10

１１…回動機構
１２…ガイド孔
１３…係止部
４０…上流側通紙部
４１…下流側通紙部
４２…駆動ローラ（搬送ローラ）
４３…従動ローラ（搬送ローラ）
４３ａ…軸部
６０…解除機構
１００…プリンタ
Ｌ…粘着ラベル
Ｏ…回転中心軸線
Ｓ…ラベル用紙

【図１】 【図２】
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